
「
菊
池
市
第
二
次
総
合
計
画
後
期
基
本
計
画
」の
ス
タ
ー
ト
の
年
で
す
。
前
期
基

本
計
画
か
ら
見
え
て
き
た
成
果
と
課
題
に
つ
い
て
の
検
証
結
果
を
生
か
し
、健
全

な
財
政
運
営
に
配
慮
し
た
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

問
財
政
課　
☎
０
９
６
８（
25
）７
２
０
２

平成３０年度

歳 出［ 目的別 ］ ［ 性質別 ］
総額292億9,800万円

グ
ラ
フ
で
見
る
本
年
度
の
予
算

歳 入右の円グラフ
は「歳入」「歳出
（目的別・性質
別）」を表して
います。

総額292億9,800万円

当
初
予
算
が

　
　
決
ま
り
ま
し
た

歳入
■自主財源　地方公共団体が自らの権能
に基づいて自主的に収入するもの
■依存財源　国や県の意思決定に基づき
収入されるもの
■市税　市民税や固定資産税など市民の
皆さんからの税金
■その他　分担金、負担金、使用料、手数
料、繰越金、諸収入など
■地方交付税　地域ごとの状況の違いを
調整するため国税の一部から交付される
お金
■国庫・県支出金　特定事業に対し国・県
から使いみちを指定して交付されるお金
■繰入金　基金から一般会計に組み入れ
るお金
■市債　長期間利用される市の施設をつ
くるためなどに借り入れるお金

歳出
■義務的経費　人件費、扶助費、公債費
を合わせた、毎年必ず支出が必要となる
費用
■人件費　職員の給料や退職金などの
費用
■扶助費　保育所の運営、生活保護、子
どものための手当て、医療費の援助など
の費用
■公債費　過去の借入金に要する返済の
ための費用
■普通建設事業費　道路工事や施設など
を建設する事業に要する費用
■物件費　消耗品や備品などに要する経
費、委託料、光熱水費など
■補助費等　公益的な事業などに対して
の補助金や負担金など
■繰出金　一般会計から特別会計などに
支出する経費

　
本
市
の
財
政
は
、
熊
本
地
震
の
影
響

で
大
変
厳
し
い
状
況
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

平
成
28
年
度
決
算
で
は
、
合
併
後
初
め

て
財
政
調
整
基
金
（
約
13
億
円
）
を
取

り
崩
し
ま
し
た
。
平
成
29
年
度
も
熊
本

地
震
の
影
響
が
継
続
し
て
い
ま
す
。

　
今
後
は
超
高
齢
社
会
と
な
っ
て
い
く

た
め
、
扶
助
費
な
ど
経
常
経
費
が
増
加
。

庁
舎
や
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業

な
ど
、
大
規
模
事
業
の
財
源
と
し
て
借

入
れ
た
合
併
特
例
事
業
債
な
ど
に
よ
り
、

公
債
費
も
増
加
し
ま
す
。

予
算
の
概
要

　
本
年
度
は
、
熊
本
地
震
の
被
災
者
の

生
活
再
建
に
向
け
た
支
援
を
第
一
に

「
安
心
・
安
全
の
癒い

や

し
の
里
」
づ
く
り

に
引
き
続
き
取
り
組
み
ま
す
。
主
な
施

策
は
、「
菊
池
市
第
二
次
総
合
計
画
後

期
基
本
計
画
」
の
６
つ
の
項
目
に
沿
っ

て
整
理
し
て
い
ま
す
。

①�

豊
富
な
資
源
を
活
用
す
る
元
気
な
産

業
づ
く
り
（
産
業
と
経
済
）

　
創
造
的
復
興
の
シ
ン
ボ
ル
と
な
る
渓

谷
館
の
建
て
替
え
を
は
じ
め
と
し
た
渓

谷
内
の
整
備
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
特
色
あ
る
飲
食
店
の
立
地
を
促
進
す

る
グ
ル
メ
戦
略
で
は
、
創
業
融
資
制
度

を
創
設
し
て
開
業
を
支
援
し
、
安
定
経

営
に
向
け
た
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制
を
強

化
し
ま
す
。

②�

学
び
合
い
と
地
域
が
育
む
人
づ
く
り

（
教
育
と
文
化
）

　
経
済
的
に
厳
し
い
状
況
の
子
ど
も
た

ち
の
進
学
を
後
押
し
す
る
た
め
、
給
付

型
奨
学
金
制
度
を
創
設
し
ま
す
。

　
学
習
習
慣
が
十
分
で
な
い
生
徒
に
対

す
る
学
習
支
援
と
し
て
、
地
域
と
学
校

が
連
携
協
働
し
て
子
ど
も
た
ち
の
成
長

を
支
え
地
域
を
創
生
す
る
「
地
域
未
来

塾
」
を
、
市
内
全
て
の
中
学
校
に
拡
大

し
ま
す
。

③�

み
ん
な
で
支
え
合
う
生
涯
に
わ
た
る

安
心
づ
く
り
（
保
健
と
福
祉
）

　
「
健
康
づ
く
り
都
市
宣
言
」
の
下
、

市
民
と
行
政
、
事
業
所
が
お
互
い
に
協

力
・
連
携
し
、
市
民
の
健
康
づ
く
り
に

取
り
組
み
ま
す
。

　
各
種
健
診
の
受
診
率
を
向
上
し
、
生

活
習
慣
病
予
防
・
重
症
化
予
防
の
取
り

予
算
の
規
模

　
一
般
会
計
予
算
は
、平
成
29
年
度（
骨

格
＋
肉
付
）
と
比
べ
て
２・
３
％
減
の

２
９
２
億
９
８
０
０
万
円
で
す
。

●
歳
入

　

貴
重
な
自
主
財
源
で
あ
る
市
税
は
、

８・９
％
の
増
収
を
見
込
み
ま
し
た
が
、

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
伴
う
生
産
年
齢

人
口
の
減
少
が
推
測
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

永
続
的
な
税
収
の
増
加
は
見
込
め
な
い

状
況
で
す
。

　
国
・
県
な
ど
の
特
定
財
源
と
地
方
交

付
税
な
ど
を
加
え
て
も
不
足
す
る
財
源

は
、
将
来
の
健
全
な
財
政
運
営
を
検
証

し
、
地
方
交
付
税
の
振
り
替
え
で
あ

る
臨
時
財
政
対
策
債
７
億
６
０
０
万

円
の
発
行
と
、
財
政
調
整
基
金
を

25
億
６
０
０
万
円
取
り
崩
す
こ
と
に
し

組
み
を
強
化
し
ま
す
。

　
子
ど
も
の
健
や
か
な
育
ち
を
支
援
し

て
い
く
た
め
に
、
乳
幼
児
健
診
や
交
流

の
拠
点
と
し
て
、
母
子
等
保
健
セ
ン

タ
ー
を
整
備
し
ま
す
。

④�

自
然
の
恵
み
を
守
る
安
全
な
ま
ち
づ

く
り
（
自
然
環
境
と
安
全
）

「
菊
池
桜
千
年
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
よ

る
日
本
一
の
桜
の
里
づ
く
り
を
推
進
し

ま
す
。
景
観
計
画
に
基
づ
き
保
全
す
べ

き
重
要
な
地
域
を
景
観
形
成
重
点
地
区

と
し
て
、
新
た
な
支
援
を
行
い
ま
す
。

⑤�

快
適
で
便
利
に
暮
ら
せ
る
基
盤
づ
く

り
（
都
市
基
盤
と
生
活
基
盤
）

　
自
然
や
歴
史
・
文
化
を
感
じ
ら
れ
る

景
観
や
空
間
を
生
か
し
、
温
泉
街
と
市

街
地
回
遊
の
拠
点
と
な
る
よ
う
市
民
広

場
の
再
整
備
を
進
め
ま
す
。

　

森
ま
ち
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
、

ガ
ー
デ
ニ
ン
グ
コ
ン
テ
ス
ト
や
花
壇
づ

く
り
講
習
会
な
ど
を
開
催
し
、
花
い
っ

ぱ
い
の
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す
。

⑥�

開
か
れ
た
市
政
と
行
財
政
の
効
率
化

（
政
策
推
進
）

　
公
共
施
設
は
、
利
用
状
況
や
社
会
状

況
な
ど
を
踏
ま
え
、
将
来
的
に
維
持
可

能
な
施
設
計
画
を
推
進
し
ま
す
。

　
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る
効
率
的
で
効
果
的
な

行
政
運
営
に
取
り
組
み
、
合
理
化
・
迅

速
化
を
進
め
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
質
を

向
上
し
ま
す
。

ま
し
た
。

●
歳
出

　

主
な
事
業
と
し
て
は
、
平
成
27

年
度
か
ら
の
継
続
事
業
で
実
施
し

て
い
る
庁
舎
整
備
建
設
事
業
（
約

１
億
８
５
０
０
万
円
）、
市
民
広
場

再
整
備
事
業
（
約
５
億
１
２
０
０
万

円
）、
産
地
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
（
約

５
億
５
千
万
円
）、
企
業
誘
致
等

推
進
事
業
（
約
６
億
６
８
０
０
万

円
）、
北
岸
線
道
路
改
良
事
業

（
約
２
億
３
７
０
０
万
円
）、
七

城
総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド
整
備
事
業

（
１
億
４
３
０
０
万
円
）
な
ど
が
あ
り

ま
す
。

　

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
分
か
り
や
す
い

「
市
民
向
け
予
算
説
明
書
」
を
掲
載
し

て
い
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。
予
算

書
は
財
政
課
で
閲
覧
で
き
ま
す
。

扶助費 20.4%
59億7,012万円

民生費 33.3%
97億6,111万円

市税 18.6%
54億4,244万円

その他 17.2%
50億3,762万円国庫支出金 13.0%

38億2,201万円

県支出金 10.5%
30億8,843万円

地方債 10.5%
30億8,470万円

地方交付税 25.6%
75億円

地方譲与税等 4.6%
13億2,280万円

総務費 11.9%
34億7,213万円

教育費
9.6%
28億2,199万円

公債費 10.8%
31億6,345万円

土木費 9.7%
28億4,781万円

農林水産業費 8.8%
25億8,627万円

衛生費 7.9%
23億2,632万円

義務的
経費
45.5%

その他の
経費
39.1%

自主財源
35.8%

依存財源
64.2%

投資的
経費
15.4%

人件費 14.3%
41億8,489万円

公債費 10.8%
31億6,345万円

普通建設事業費等 
15.4%
45億103万円

補助費等 16.4%
48億304万円

物件費 12.5%
36億5,646万円

繰出金 8.7%
25億3,825万円

維持補修費 0.5%
1億4,581万円 その他 0.3%

1億3,579万円
積立金 0.7%
1億9,916万円

消防費 2.8%
8億2,407万円

商工費 3.7%
10億8,095万円

議会費 0.7%
2億1,294万円

その他 0.7%
2億96万円
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